
 

 

令
和
三
年
二
月
五
日
受
領 

答

弁

第

一

七

号 
   
 

内
閣
衆
質
二
〇
四
第
一
七
号 

 
 
 
 

令
和
三
年
二
月
五
日 

内
閣
総
理
大
臣 

菅

 

義

偉 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 

衆

議

院

議

長 
大

島

理

森 

殿 

  

衆
議
院
議
員
屋
良
朝
博
君
提
出
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
等
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

 
 



 

１ 

 

 
 
 

衆
議
院
議
員
屋
良
朝
博
君
提
出
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
等
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

 
 

沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
（
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
市
町
村
補
助
金
（
以
下
「
市
町
村
補
助
金
」
と
い
う
。
）
及

び
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
民
間
補
助
金
（
以
下
「
民
間
補
助
金
」
と
い
う
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
沖
縄
の

直
面
す
る
課
題
に
迅
速
、
柔
軟
に
対
応
す
る
た
め
の
事
業
等
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
充
て
る
た
め
、
国
が
市
町
村
等
（
沖

縄
県
内
の
市
町
村
及
び
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
八
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
一
部
事

務
組
合
の
う
ち
、
当
該
市
町
村
の
み
で
構
成
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
民
間
事
業
者
に
対
し
て
、
補
助
金
を

交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
沖
縄
の
実
情
に
即
し
た
事
業
の
的
確
か
つ
効
果
的
な
実
施
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
創
設
さ
れ

た
も
の
で
あ
る
。 

 
 

沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
は
、
予
算
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
法
令
上
の
根
拠
は
な
い
が
、
そ
の
交
付
に
関
し
て
は
、

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
七
十
九
号
）
、
補
助
金
等
に
係
る
予
算

の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
年
政
令
第
二
百
五
十
五
号
）
等
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
こ
と

と
し
て
い
る
。 



 

２ 

 

二
に
つ
い
て 

 
 

沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
に
つ
い
て
、
令
和
元
年
度
の
当
初
予
算
額
は
三
十
億
円
、
補
正
後
の
予
算
額
は
三
十
五
億
円

で
あ
り
、
令
和
二
年
度
の
当
初
予
算
額
は
五
十
五
億
円
、
第
三
次
補
正
後
の
予
算
額
は
七
十
億
円
で
あ
る
。
ま
た
、
今
国
会

に
提
出
し
て
い
る
令
和
三
年
度
予
算
（
以
下
「
当
初
予
算
案
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
は
、
八
十
五
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。 

 
 

ま
た
、
令
和
元
年
度
に
お
い
て
は
、
当
初
予
算
額
の
う
ち
、
新
規
事
業
に
要
す
る
経
費
は
三
十
億
円
、
継
続
事
業
に
要
す

る
経
費
は
零
円
で
あ
り
、
補
正
後
の
予
算
額
の
う
ち
、
新
規
事
業
に
要
す
る
経
費
は
三
十
五
億
円
、
継
続
事
業
に
要
す
る
経

費
は
零
円
で
あ
る
。
令
和
二
年
度
に
お
い
て
は
、
当
初
予
算
額
の
う
ち
、
新
規
事
業
に
要
す
る
経
費
は
三
十
億
円
、
継
続
事

業
に
要
す
る
経
費
は
二
十
五
億
円
を
、
第
三
次
補
正
後
の
予
算
額
の
う
ち
、
新
規
事
業
に
要
す
る
経
費
は
四
十
五
億
円
、
継

続
事
業
に
要
す
る
経
費
は
二
十
五
億
円
を
そ
れ
ぞ
れ
見
込
ん
で
い
る
。
令
和
三
年
度
に
お
い
て
は
、
当
初
予
算
案
の
額
の
う

ち
、
新
規
事
業
に
要
す
る
経
費
は
三
十
億
円
、
継
続
事
業
に
要
す
る
経
費
は
五
十
五
億
円
を
そ
れ
ぞ
れ
見
込
ん
で
い
る
。 

 
 

市
町
村
補
助
金
に
つ
い
て
、
令
和
元
年
度
の
交
付
決
定
額
は
約
三
十
一
億
円
、
令
和
二
年
度
の
交
付
決
定
額
は
令
和
三
年

二
月
一
日
時
点
で
約
三
十
七
億
円
で
あ
り
、
①
令
和
元
年
度
及
び
②
令
和
二
年
度
に
お
け
る
市
町
村
等
ご
と
の
額
を
お
示
し

す
る
と
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
と
お
り
で
あ
る
。 



 

３ 

 

 
 

那
覇
市 

①
約
三
億
五
千
七
百
万
円 

②
約
八
億
六
千
百
万
円 

 
 

宜
野
湾
市 

①
約
七
千
六
百
万
円 

②
約
二
億
七
千
百
万
円 

 
 

浦
添
市 
①
約
三
千
七
百
万
円 

②
な
し 

 
 

名
護
市 

①
約
千
万
円 

②
な
し 

 
 

沖
縄
市 

①
約
二
十
二
億
四
千
九
百
万
円 

②
約
十
九
億
三
千
六
百
万
円 

 
 

う
る
ま
市 

①
約
三
億
三
千
二
百
万
円 

②
約
二
億
七
千
三
百
万
円 

 
 

国
頭
村 

①
約
四
百
万
円 

②
約
千
七
百
万
円 

 
 

今
帰
仁
村 

①
約
四
百
万
円 

②
約
六
百
万
円 

 
 

恩
納
村 

①
約
二
百
万
円 

②
な
し 

 
 

伊
江
村 

①
約
百
万
円 

②
な
し 

 
 

八
重
瀬
町 

①
約
八
百
万
円 

②
約
三
億
四
千
九
百
万
円 

 
 

北
部
広
域
市
町
村
圏
事
務
組
合 

①
約
五
百
万
円 

②
千
六
百
万
円 

 
 

民
間
補
助
金
に
つ
い
て
、
令
和
元
年
度
の
交
付
決
定
額
は
約
三
億
円
、
令
和
二
年
度
の
交
付
決
定
額
は
令
和
三
年
二
月
一



 

４ 

 

日
時
点
で
約
七
億
円
で
あ
る
。 

三
に
つ
い
て 

 
 

沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
に
つ
い
て
、
令
和
元
年
度
に
お
け
る
執
行
額
（
支
出
済
歳
出
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は

約
四
億
円
、
執
行
率
（
執
行
額
を
補
正
後
の
予
算
額
で
除
し
て
算
出
し
た
割
合
を
い
う
。
）
は
約
十
二
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
、

繰
越
額
（
翌
年
度
繰
越
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
約
二
十
九
億
円
、
繰
越
率
（
繰
越
額
を
補
正
後
の
予
算
額
で
除
し
て

算
出
し
た
割
合
を
い
う
。
）
は
約
八
十
三
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。 

 
 

令
和
二
年
度
に
お
け
る
執
行
額
に
つ
い
て
は
、
令
和
二
年
九
月
三
十
日
時
点
で
零
円
で
あ
る
。
ま
た
、
執
行
額
の
見
通
し

に
つ
い
て
、
現
時
点
に
お
い
て
具
体
的
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 

四
に
つ
い
て 

 
 

沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
に
つ
い
て
継
続
事
業
に
要
す
る
経
費
を
含
め
て
予
算
を
計
上
す
る
こ
と
は
、
事
業
を
複
数
年

度
に
わ
た
り
安
定
的
に
実
施
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進

費
の
目
的
で
あ
る
事
業
の
的
確
か
つ
効
果
的
な
実
施
に
資
す
る
も
の
で
あ
り
、
御
指
摘
は
当
た
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。 

五
に
つ
い
て 



 

５ 

 

 
 

お
尋
ね
に
つ
い
て
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
例
え
ば
、
年
度
途
中
に
生
じ
た
政
策
課
題
へ
の
迅
速
な

対
応
が
困
難
な
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。 

六
及
び
七
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
沖
縄
振
興
一
括
交
付
金
は
平
成
二
十
七
年
度
以
降
、
一
貫
し
て
減
額
さ
れ
て
い
る
」
理
由
及
び
「
沖
縄
振
興

一
括
交
付
金
が
減
額
さ
れ
続
け
る
一
方
で
、
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
は
令
和
元
年
度
の
創
設
以
降
、
増
額
が
続
い
て
い

る
」
理
由
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
振
興
特
定
事
業
推
進
費
及
び
沖
縄
振
興
交
付
金
に
お
け
る
継
続
事
業
及
び
新
規
事
業
に
要
す

る
経
費
の
額
の
推
移
等
を
勘
案
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
所
要
額
を
推
計
し
、
計
上
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
い
ず
れ
も
、

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
十
四
号
）
第
一
条
の
規
定
の
趣
旨
も
踏
ま
え
、
沖
縄
振
興
を
推
進
す
る
た
め

に
必
要
な
額
を
計
上
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 


